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包括許可の手続等について（お知らせ） 新旧対照条文 （傍線部分は改正部分） 
○包括許可の手続き等について（平成１７年２月２８日 貿易経済協力局安全保障貿易審査課） 
 

改 正 後 現   行 
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号輸出注意事項１７第７号。

以下「包括許可要領」という。）及び包括許可について（平成１７・０２・２３貿

局第２号輸出注意事項１７第８号。以下「包括許可運用」という。）の申請を行う

際の申請書類の記載方法等については、平成１７年６月１日から下記のとおり取り

扱うこととしましたのでお知らせします。                       
 
１ 申請関係書類等の記載要領                               
                                                           
（１）～（２）（略）                                       
 

（３）包括輸出許可証分割申請理由書（包括許可運用様式ｃ） 
  ①【一般包括輸出許可証・特定包括輸出許可証・特別返品等包括輸出許可証・

特定子会社包括輸出許可証】の欄 
該当する許可証が判別できるよう不要部分を取消線で消してください。 

    
②（略） 

 
（４）～（６）（略） 

 

（７）特定子会社包括輸出許可申請書及び特定子会社包括役務取引許可申請書（包

括許可要領 様式第７又は同様式第８） 

    ①「申請者記名押印又は署名」の欄                  
     申請者が法人であるときは、記名押印又は署名の欄には組織の代表者の記

載も必要です。     
                         
  ②「取引の内容」の「需要者」又は「利用する者」の欄   

 ｉ）「需要者」の場合 
 貨物を費消し、又は加工する者であって、契約書に記載されている名称・

住所を記載してください。また、実際の貨物の使用者であって貨物の管理責

 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号輸出注意事項１７第

７号。以下「包括許可要領」という。）及び包括許可について（平成１７・

０２・２３貿局第２号輸出注意事項１７第８号。以下「包括許可運用」とい

う。）の申請を行う際の申請書類の記載方法等については、平成１７年６月

１日から下記のとおり取り扱うこととしましたのでお知らせします。                       
 
１ 申請関係書類等の記載要領 

 

（１）～（２）（略） 

  

（３）包括輸出許可証分割申請理由書（包括許可運用 様式ｃ） 

  ①【一般包括輸出許可証・特定包括輸出許可証・特別返品等包括輸出許

可証】の欄 

   該当する許可証が判別できるよう不要部分を取消線で消してくださ    
い。 

  ②（略） 
 

（４）～（６）（略） 
 
（新設） 
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任を負えるものの名称・住所（通常は本社）を記載してください。  
 なお、輸出時点から形状、性質が変更されたものを費消し、又は加工する

者は、ここでいう需要者には該当しません。 
                                   

   ｉｉ）「利用する者」の場合                               
取引の相手方から技術を利用する者に技術が提供される場合には、提供さ

れる技術を利用する者の氏名又は名称及び住所を記載してください。                                       
  
③「取引の内容」の「輸入者」又は「取引の相手方」」の欄 

 契約書に記載されている買主又は取引の相手方の名称・住所を記載してく

ださい。なお、買主又は取引の相手方と支払人がそれぞれ異なる場合は、同

欄に当該支払人の氏名又は名称及び住所を併記してください。 
                             

     
（８）特定子会社包括許可申請明細書（包括許可運用様式ｋ） 

① 「事業内容」の欄 
 申請者の主要な事業内容について簡潔に記載してください。                                                     

② 「主要取扱品目」の欄                                    

申請者が製造・販売する主要な製品又は商品の総称を記載してくだ

さい。 
③ 「資本金」の欄                                          

資本金（申請者が法人であるときは払込資本の額）を記載してくだ

さい。 

④ 「輸出管理部門」の欄                                    

申請者の組織内における輸出審査を統括する全社的管理部門の名称 
を記載してください。なお、委員会組織により輸出管理を行っている

場合は、委員会名にあわせて委員会の事務局の部署名についても記載

してください。                   
⑤ 「輸出管理社内規程受理年月日」及び「受理番号」の欄 

輸出管理社内規程を届け出て、安全保障貿易検査官室から受けた受 
理票（複数の受理票を受けている場合は、最新のもの。）に記載され

ている受理日及び受理番号を記載してください。                                                   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
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⑥ 「提出書類確認表」の欄 
   申請に際し、特定子会社包括許可申請明細書以外の提出書類の名称   

及び通数をすべて記載してください。                   
 
（９）申請者による特定子会社に対する監査実績を示す書類 

     次の事項を記載してください。 

① 特定子会社の社名及びその住所 

② 仕向地及び経由地又は役務提供地 

③ 申請日前１８ヶ月から申請前までに申請者が特定子会社に対して行っ

た監査の実績として、その時期、場所、監査を行った者の役職及び氏名、

並びに、特定子会社の監査に対応した者の役職及び氏名 
 
（１０）一般包括許可、特定包括許可及び特定子会社包括許可に係る届出書            
  （包括許可要領 様式第９）                             
 

 (１１) （略） 

 

２ 実績の報告              
 

 （１）～（３）（略）  
 

（４）特定子会社包括許可（包括許可要領 様式第１５）           
特定子会社包括許可を受けた者は、許可案件による毎年の輸出又は取引の実績

の報告を翌年１月末日までに経済産業省貿易経済協力局安全保障貿易審査課に

提出しなければなりません。   
報告の内容は、仕向地又は提供地別に、特定子会社包括輸出許可にあっては輸

出令別表第１の２の項、３の項、３の２の項、４の項及び５から１４までの項の

中欄の括弧の番号別の貨物の 輸出の通関回数及び合計金額（ＵＳ＄）、特定子

会社包括役務取引許可にあっては当該許可に係る外為令別表の２の項、３の項、

４の項及び５から１４までの項の中欄の括弧の番号別の技術の提供の回数（契約

数）及び合計金額（ＵＳ＄）です。 

  また、無償で輸出される許可対象貨物にあっては、輸出申告書の「申告価格（Ｆ．

Ｏ．Ｂ）」の欄に記載した当該貨物の金額を輸出時における換算率（毎月貿易局

 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７） 一般包括及び特定包括許可に係る届出書 
（包括許可要領 様式第９） 
 
（８）（略） 

 

２ 実績の報告 
  
（１）～（３）（略） 
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が公表する「輸出及び輸入関係書類に記載すべきアメリカ合衆国通貨への換算率

について」を使用）によりアメリカ合衆国通貨に換算して算入してください。                                                   
なお、一回で複数の貨物の輸出又は技術の提供を行う場合において、貨物又は

技術が輸出令又は外為令の複数の項の中欄の括弧の番号にわたり、かつ、金額内

訳が明らかでないときは、金額の大きい方の貨物又は技術の欄（金額が同額の場

合は項番号・括弧番号の小さい方の欄）に記載してください。  
更に、一回で複数の貨物の輸出又は技術の提供を行う場合において、輸出令別

表第１又は外為令別表に該当するものと該当しないものが含まれ、かつ、該当す

るものと該当しないものの金額内訳が明らかでないときは、該当しないものも含

む価額として結構です。                                              
更新時の利用実績を示す書類については、上記の年間の実績報告に更新申請時

点までの利用実績を加えたものでも結構です。 

                                                     
３ （略） 
  
４ 一般包括許可、特定包括許可、特別返品等包括許可及び特定子会社包括許可の 

申請書を販売のため印刷しようとするときは、輸出関係書類等の印刷販売につい 
て（平成２年３月１２日付け２貿局第８７号）に従い、安全保障貿易審査課に届 
出を行い、その確認を得る必要があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ （略） 
 
４ 一般包括許可、特定包括許可及び特別返品等包括許可の申請書を販売の 
ため印刷しようとするときは、輸出関係書類等の印刷販売について（平成 
２年３月１２日付け２貿局第８７号）に従い、安全保障貿易審査課に届出 
を行い、その確認を得る必要があります。 

 

 


